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資料１ 

第 1回「未来づくり春闘」評価委員会 

日時：2025 年 6 月 19 日（木）18:30～20:30 

場所：連合会館 8F「三役会議室」・WEB（Zoom）併用 

 

【サマリー】 

冒頭、連合の仁平章総合政策推進局長より、本委員会の設置趣旨について説明があ

った。また、委員長を玄田有史東京大学教授、副委員長を渡辺努東京大学名誉教授が

務めることが決定された。 

 

１．プレゼン① 

 「連合 2025 春季生活闘争中間まとめについて」 

   仁平 章 連合 総合政策推進局長 

 

まず初めに、仁平氏から2025年の春季生活闘争に関する説明と状況報告があった。

2022 年に始まった「未来づくり春闘」は、経済成長や企業業績の後追いではなく、人

への投資を起点として経済の好循環を実現することを目指す取り組みである。特に、

過去 30 年間にわたり賃金や人々の生活水準が低迷してきた事実を踏まえ、個別企業

の労使交渉だけではなく、様々なレベルで社会全体の最適解を模索することを主眼に

置いている。賃金という観点で見れば、2023 年に 3%台、2024 年には 5%台の賃上げが

実現し、デフレマインドの払拭と経済社会のステージ転換が進みつつある。2025 年の

目標は、この新たなステージを定着させ、賃金・経済・物価を安定した巡行軌道に乗

せることにある。中間まとめの資料によると、2025 年も定昇込み 5%台の賃上げが実

現した。また価格転嫁・適正取引の推進とともに中小企業の賃上げ率も上昇したほか、

有期・短時間・契約等労働者の時給の引上げ率も大きく上昇している。その一方で、

物価が見通しより上振れして推移したことを受け、実質賃金が安定してプラスになる

状況は実現していない点が課題である。 

 

２．プレゼン② 

 「脱グローバル化の下での春闘」」 

   渡辺 努 ナウキャスト創業者・取締役、東京大学名誉教授 

 

続いて、渡辺氏から「脱グローバル化の下での春闘」と題した報告があった。日本

では 1970 年代から 90 年代半ばまで、モノ価格・サービス価格・賃金が上昇基調にあ

った。しかし 90 年代半ば以降、約 30 年にわたってそれらが据え置かれるという特有

の現象が起こり、米国をはじめ海外との差が顕著になっている。こうした中で、2022

年春以降、賃金・物価・金利の「正常化」が進み、いわゆる慢性デフレのスパイラル

から、賃金と物価が安定的に上昇する健全な循環へと移りつつある。この背後には、

消費者のインフレ予想が上昇していることと、春闘での賃上げが実現したことという

2つの要因がある。また、政府が実施している政策としては最低賃金の引上げ目標や、

下請法の改正による価格転嫁推進が寄与している。これらを踏まえ、春闘の今後に向

けて以下の提言を行う。第一に、賃上げ要求水準のフォーミュラを見直すことである。

特に、過年度 CPI を参照するのではなく、日銀の 2%物価目標を参照することを提案す

る。加えて、過去の実質賃金下落分を補正することや、生産性上昇率・人手不足要因
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を反映させることが考えられる。第二に、賃金上昇率に関するフォワードガイダンス

を行うことである。人々のインフレ予想は上昇している一方で、所得に対する上昇期

待は広がっておらず、これを改善する必要がある。最後に、連合・日銀・公取委の三

者で政策協調を行うべきである。 

以上 
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資料３ 

第 2回「未来づくり春闘」評価委員会 

日時：2025 年 7 月 7 日（月）18:30～20:30 

場所：連合会館 3F「AB 会議室」 

 

１． プレゼン① 

 「春季生活闘争の社会的波及力と最低賃金の役割について」 

   山田 久 法政大学教授 

 

 山田氏はまず、賃金決定プロセスにおいて春闘が果たしてきた役割を総括し

たうえで、それが変質しつつあることを指摘した。具体的には、日本において賃

金交渉に臨む企業内組合の交渉力は弱く、それを補う仕組みとして春闘がある

こと、基幹産業の大企業労組が「パターンセッター」として賃上げを実現し、そ

れを他の組合にも波及させてきたこと、年功賃金体系の下でのベースアップが

マクロ的な賃上げに貢献してきたこと、の 3点を挙げた。しかし、賃金決定の個

別化が進み、ハーフセット型の産業構造へと変化する中で、社会全体の賃上げの

仕組みとしての春闘は形骸化しつつある。特に都市部と地方、大企業と中小企業、

若手と中高年層の間で格差が広がっている。 

 最低賃金を巡っては、石破内閣が年率 7.3%に相当する引上げ目標を掲げてい

ることを踏まえ、他国の状況を解説した。韓国では 2019 年に大幅な引上げが実

行されたものの、「未満率」が急上昇し実効性に課題が生まれたと指摘した。一

方、英国ではきめ細かな対象カテゴリー区分を設け、中立機関がデータに基づく

議論のうえに最低賃金を引き上げてきた。スウェーデンは労働協約によって最

低給与を設定しているが、産別労使による生産性向上の取り組みが背景にある。

日本の最低賃金の状況は、カイツ指標で見ると高いとは言えないが、賞与の扱い

などで他国と単純比較できない部分もある。こうした中で、特定最賃（特定の産

業または職業について設定される最低賃金）の取り組みを進めることを提言す

る。この背景には、賃上げと取引価格の適正化を地域ぐるみ・産業ぐるみで「面

的」に進める必要性が高まっていることがある。 

 

２． プレゼン② 

 「最低賃金引上げがパート・アルバイトの賃金や給与に 

どんな影響を与えているか」 

   余野 京登 株式会社ナウキャスト データエンジニア 

 

 余野氏はまず、ナウキャスト社が作成している 3 つのマクロ経済指標を紹介

した。スーパーマーケットの POS データに基づく日経 CPINow、クレジットカー

ドでの消費動向を捉える JCB 消費 NOW、web スクレーピングで求人広告情報を収
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集した HRog 賃金 Now である。これらの動向を見ると、直近では CPINow の上昇

に募集賃金指数が追いついておらず、それを受けて消費も弱含んでいる可能性

がある。地域差に着目してみると、東北・中国・四国エリアでは比較的賃金の成

長率が高い一方で、関東・近畿・東海エリアではやや弱い動きとなっている。 

 続いて、2024 年の最低賃金引上げ時（（東京都は 1113 円から 1163 円へ引上げ）

の事例を用いて、求人数の減少や、求人広告の取りやめが起きていないかを分析

した。まず、最賃付近で募集をかけていた企業 9千社を分析したところ、この時

期に求人の賃金帯が上位にシフトした。あわせて、約 4 割の求人が消滅してい

たが、その原因が募集停止によるものか採用が決まったことによるものかは判

別できない。また、求人数が減少した企業は約 39%、不変は 8%、増加が 11%であ

った（残りの約 4割は消滅）。これに対し、最賃よりも高い水準で募集をかけて

いた企業 1 万社を分析したところ、この時期に求人の賃金帯にシフトは見られ

なかった。求人数が減少した企業は約 37%、不変は 8%、増加が 15%であった（残

りの約 4割は消滅）。 

以上 
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第 3回「未来づくり春闘」評価委員会 

日時：2025 年 7 月 17 日（木）18:30～20:30 

場所：連合会館 8F「三役会議室」・WEB（Zoom）併用 

 

１．プレゼン① 

 「中小企業をとりまく情勢と賃上げについて」 

   高橋 徳行 武蔵大学学長 

 

 高橋氏は、中小企業の雇用・賃上げ・生産性などについて幅広くデータに基づ

く解説を行った。まず、従業員数 300 人未満の中小企業で働く労働者は、日本で

は 8 割を占めていること、資本金 1 億円以下の企業における人件費総額は、全

体の過半を占めていることを指摘した。その一方で、2023 年度における中小企

業の労働分配率は 8 割近くと、20 年前からほとんど低下しておらず、大企業と

は動向が異なる。中小企業の雇用の特徴は、60 代以上の従業員が多いことと、

非正規社員がやや多いことである。 

 次に賃上げについてであるが、日商・東商調査によれば業績の改善が伴わない

中でいわば「防衛的」に賃上げを迫られるケースが増え、2025 年度は約 4 割を

占める。賃上げ率の分布は一定の幅があり、2割程度は賃下げや据え置きを選択

している企業も存在する。この傾向は、20 人未満の小企業ではさらに顕著とな

る。2024 年度と 25 年度を比較した場合、全体・小規模ともに賃上げ額は伸びて

いるものの、都市部と地方の格差や、規模間の格差は根強く残っている。同様の

傾向は日本政策金融公庫の調査でも観察でき、特に自社の業績が改善している

と回答した割合が下落し続けている。 

 最後に中小企業が抱える課題についてであるが、経営者の高齢化が進行して

おり、そうした企業では業績も悪化する傾向にあることが紹介された。これを是

正するために、企業の参入退出を活発化することが望まれるが、日本は国際的に

見て創業率・廃業率ともに低い「少死少産型」の状況が続いている。また、中小

企業には様々な人材がおり、企業内における生産性・賃金のばらつきが大きいこ

とも重要な特徴の一つである。 

 

２．プレゼン② 

 「JAM 2025 春季生活闘争総括に向けて」 

   安河内 賢弘 JAM 会長 

 

 安河内氏はまず初めに JAM の紹介を行い、機械・電機・自動車など製造業を幅

広くカバーする約 2,000 の単位労働組合が加盟しており、その中には組合員数

資料６ 
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100 人以下の単組が 6 割あることなどを説明した。一方で組合員数 1万人を超え

る単組もあり、そうした大企業労組が中小組合の取りまとめ役をしている面も

ある。続いて 2025 年春闘の目標について、大手と中小の規模間格差を是正する

ことが第一であり、加えて国内外の賃金格差の是正や、物価上昇率を踏まえた賃

上げの必要性を挙げた。特に中小企業の賃上げと公正取引の実現が、今後の日本

経済にとって極めて重要となる。 

 2025 年 3 月に JAM が構成単組に対して実施した景況調査によると、売上高・

経常利益の見通しはともに悪化している。また、原材料価格の見通しは全ての規

模で上昇が見込まれている一方、製品価格の見通しは大手が上昇を見込むのに

対して中小ではその傾向が弱くなっており、これは価格転嫁力の違いを反映し

ていると考えられる。最後に、設備投資は堅調さが見て取れるほか、労働者の不

足感が引き続き継続している。 

 2025 年春闘の要求状況を見ると、大手・中小ともに 15,000 円の引き上げ額が

ピークとなっている。一方で、回答状況を見ると中小のピークは 10,000 円のと

ころにあり、大手よりもやや低い。また、3,000 円に満たない回答額になった組

合も一定数ある。価格転嫁と賃上げの関係を見ると、労務費や原材料費などにつ

いて少なくとも半分程度転嫁していると回答した企業は、そうでない企業と比

較して 2,000 円程度高い賃上げを実現している。最後に、JAM の交渉の実態とし

て、個人の賃金をプロットして賃金カーブのありようを描写したうえで、めざす

べき水準を設定することも解説された。 

 

以上 
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資料９ 

第 4回「未来づくり春闘」評価委員会 

日時：2025年 8月 5日（火）18:30～20:30 

場所：連合会館 8F「三役会議室」 

 

１．プレゼン① 

 「賃金上昇にかかわる現状認識」 

  上野 有子 一橋大学教授 

  神林 龍  武蔵大学教授 

 

 まず神林氏は、現在利用可能な統計データから分かる賃金の情報が、社会の関

心と徐々に離れている恐れがあることを説明した。具体的には、これまで政府や

労働組合の関心は主として平均賃金の上昇にあり、これは雇用主や被用者から

すると賃金支払総額（を労働者数で割ったもの）に対応する。しかし昨今、個々

の労働者ごとに賃金上昇がばらつく傾向が強まり、個別の実質賃金の変化へと

関心は移りつつある。それにもかかわらず、厚生労働省の毎月勤労統計調査をは

じめとする政府統計は、依然として前者に焦点を当てた設計となっている。 

 続いて上野氏は、賃金構造基本統計調査のデータを用いて、賃金上昇率のばら

つきを議論した。具体的には、1990 年から 2024 年の正社員のデータを活用し、

年齢・性別・学歴・地域・企業規模・業種で区切ったセルごとに、賃金変化率の

前年比を算出した。主要な発見の 1 つ目は、賃金上昇率の分散が 2023 年以降、

増大する傾向を示しており、その説明要因として最も大きいのが企業規模であ

り、次いで地域間や年齢間の伸びの違いが挙げられることである。規模別にみた

場合、従業員数 1000人以上の大企業で分散が顕著に上昇しており、大企業に属

する労働者の間でばらつきが高まっていることが窺える。2つ目の発見は、ここ

2 年ほど 20～30 代の若年層でも賃金変化率の分散が高まっていることであり、

過去 30年間は見られなかった傾向である。 

 最後に神林氏は、民間の給与計算会社のデータを活用した研究を紹介し、標本

が少数の企業の被用者に限定されることから、標本数の大きさに比べて実質的

な範囲が広くなく、一般化できる結論を引き出すにはリスクがかなり高いこと

を指摘した。これらの分析を踏まえ、政府統計・民間データのいずれも不完全な

ものであることから、連合が中心となり組合が保有する労働者（組合員）の賃金

データが活用されれば、その範囲の広さを生かし、政府統計や民間データ以上の

情報を得ることができ、その活用が望まれると述べた。
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２．プレゼン② 

 「わが国の経済・物価情勢の展望」1 

  須合 智広 日本銀行調査統計局 経済調査課長 

 

 須合氏は、2025 年 7 月の展望レポートに基づき、わが国の経済・物価情勢の

展望についてプレゼンした。まず初めに、2025年 7月時点での日本銀行の経済・

物価見通しを説明した。実質 GDP は 4 月時点の見通しから概ね不変となってい

る。消費者物価指数（除く生鮮食品）の前年比については、2025 年度の見通し

は＋2.7%と、食料品価格上昇の影響を主因に、4月時点の見通しから上振れてい

る。 

 続いて、米国の関税引き上げが日本経済に影響を及ぼす経路を 3 つ、指摘し

た。第一に関税コスト負担の直接効果、第二に世界の貿易活動の縮小を通じた間

接効果、第三に不確実性の高まりである。このうち、直接効果について、北米向

け自動車輸出物価を見ると、契約通貨建てで 2 割程度低下しており、日本企業

が、現地の販売価格上昇による数量減を回避する一方で、輸出採算の悪化という

かたちで収益を悪化させていることを示唆している。次に間接効果について、日

本の実質輸出は、資本財や自動車関連、情報関連など世界貿易量への感応度の比

較的高い財が多いため、先行き、世界貿易量が減少していくとすれば、日本の実

質輸出を下押しすると予想される。こうした直接・間接の影響により、今年度の

わが国企業収益は減益となる可能性が高まっている。最後に不確実性について、

通商政策に関する不確実性指数は依然として高い水準となっており、こうした

不確実性の高まりは、多少の時間をかけて設備投資の下押し圧力となっていく

と考えられる。 

 労働分野に目を移すと、就業者数は正規雇用を中心に着実な増加を続けてい

る。失業率は低水準で推移しているもとで、労働力率は緩やかな上昇基調を続け

ている。名目賃金も着実な上昇を続けており、背景には労働需給が引き締まった

状態にあり、人手不足感が高まっていることがある。物価については、消費者物

価（除く生鮮食品）の前年比をみると、賃金上昇の販売価格への転嫁の動きが続

くもとで、米などの食料品価格上昇の影響等から、足もとでは 3％台前半となっ

ている。ここ 1 年間の物価上昇率加速の大半は、食料品価格の上昇によって説

明でき、消費者物価（除く食料・エネルギー）の前年比は 1％台半ばで安定的に

推移している。 

以上 

 

1 日本銀行 HP：https://www.boj.or.jp/mopo/outlook/gor2507b.pdf 
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上野有子・神林龍

一橋大学・武蔵大学
２０２５年８月５日@連合「未来づくり春闘」評価委員会

資料１０

賃金上昇をつかみきれないわけ

 関心が平均賃金の上昇から個別賃金の上昇にうつる

 毎月勤労統計調査の問題発覚時にすでに顕在化していた

 「平均賃金の上昇率と、賃金上昇率の平均は異なる」

2
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t t+1
名目

上昇率(%)
インフレ率

(0.025)
実質

上昇率(%)
A 300 325 → 8.3 → 2.5 → 5.8
B 400 420 → 5.0 → 2.5 → 2.5
C 500 515 → 3.0 → 2.5 → 0.5
D 600 610 → 1.7 → 2.5 → -0.8 
E 700 705 → 0.7 → 2.5 → -1.8 
F 800 800 → 0.0 → 2.5 → -2.5 

平均(1) 3.1 0.6

平均(2) 2.3 -0.2 
550 562.5 2.5

3

賃金上昇をつかみきれないわけ

 関心が平均賃金の上昇から個別賃金の上昇にうつる

 毎月勤労統計調査の問題発覚時にすでに顕在化していた

 「平均賃金の上昇率と、賃金上昇率の平均は異なる」

 このときは議論が深まらなかった

 「平均賃金の上下⇔賃金支払総額の上下」と考えると、交渉の結果を評価するには適切
 個別賃金の上下は、賃金カーブの修正によって（も）生じるため、総額交渉の結果をむしろ
見誤る

4
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賃金上昇をつかみきれないわけ

 原因はデータの不足（と考え方の欠如）

 賃金

 厚生労働省の管轄する統計がもつ行政統計の性格

 毎月勤労統計調査＝速報性重視・マクロ統計へのデータ提供（総額のみ関心）

 賃金構造基本統計調査＝労働基準の執行（変化率には関心なし）

 物価

 「各世帯が直面する物価指数」という考え方の欠如

 一物一価原則は単一物価指数と同値ではない

 Choice Set が違えばそれに対応する Price Index は異なりえる（地域別という概念はある）

5

現時点で可能なこと

 既存統計によるアプローチ

 （同一個人ではないが）同一グループを追跡

 グループ内構成員が変わらないなら、個人の追跡を「近似」できる

 新しいアプローチ

 行政データ？

 民間データ？

6
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25％点 50％点 75％点

1991-1995 -1.1% 1.6% 4.3%
1996-2000 -1.7% 0.4% 2.3%
2001-2005 -2.0% 0.3% 2.4%
2006-2010 -2.7% -0.2% 2.3%
2011-2015 -3.9% -0.9% 1.7%
2016-2020 -2.1% 0.4% 2.7%
2021-2024 -3.3% -0.4% 2.5%
（特記）

1991 0.8% 3.1% 4.8%
2024 -0.4% 2.5% 5.5%

既存統計からみえる賃金上昇䛾䜀らつき

7

賃金上昇率の分散の推移
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正の賃金上昇率割合の推移
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注：大企業は従業員数1000人以上、中堅企業は製造業⏿は同300～999人、非製造業⏿は同100～999人、中小企業は製造業⏿は同５～299人、非製造業⏿は同５～99人。
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属性別（年齢別）

11
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分散分解の方法は以下の通り。

𝑣𝑎𝑟 ∆ ln ℎ𝑤𝑎𝑔𝑒𝑡 − 𝑣𝑎𝑟 ∆ ln ℎ𝑤𝑎𝑔𝑒2006 = 𝛽′2006
𝑡 𝑣𝑎𝑟𝑥𝑡 𝛽2006𝑡 − 𝛽′2006 𝑣𝑎𝑟𝑥𝑡 𝛽2006 + 𝛽′𝑡 𝑣𝑎𝑟𝑥𝑡 𝛽𝑡 − 𝛽′2006

𝑡 𝑣𝑎𝑟𝑥𝑡 𝛽2006𝑡 + 𝑣𝑎𝑟𝑢𝑡 − 𝑣𝑎𝑟𝑢2006
上右図は、右辺第1項の寄与を属性別に計算した結果を示す。
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行政データ䛾利用䛿可能か？
 かなり難しい

 データ相互の個人レベルでの「名寄せ」が必要

 賃金構造基本調査への個人IDの導入失敗
 雇用保険被保険者番号など潜在的候補はある

e.g. 米国におけるSSNの利用＝近年では不完全なものとして疑問視
 たびたび問題提起されたが実現には至っていない

 個人を「追跡している」情報がそろわない

 年収・収入：民間給与実態調査など財務省系のみ

 調査自体はランダムサンプリング、母集団は悉皆でID付き
 労働時間：労働力調査など総務省系のみ

 2か月×2か月の短期追跡
13

民間データ䛾利用䛿可能か？
 YES
 賃金台帳：賃金と労働時間（とID）←賃金センサスとの異同
 民間給与計算会社

（注意点）給与計算と賃金台帳は異なる

 給与計算のメリット

 保険や手当の情報を格納

 保険：全被用者共通

 手当：各社で異なる

 給与計算のデメリット

 労働時間の情報が不正確？

 頻繁な事後修正、辻褄合わせ
14
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民間データ䛾利用䛿可能か？
 内閣府による一連の試行

 家計簿アプリデータを用いた家計向け給付金の効果検証

 法人銀行口座データを用いた企業向け給付金の効果検証

 給与計算代行サービスデータを用いた「年収の壁」に係る分析

 最低賃金の上昇を用いた賃金上昇の検証

15

内閣府䛾試み䛾紹介
 最低賃金にかかる分析 （非公表）

 株式会社ペイロール

 委託元企業に同意をとってデータ提供

 4,346,046人月（最長84か月）

16
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現時点で可能なこと

 既存統計によるアプローチ

 （同一個人ではないが）同一グループを追跡

 グループ内構成員が変わらないなら、個人の追跡を「近似」できる

 新しいアプローチ

 行政データ ＝ おそらくダメ

 民間データ ＝ 現状ではかなり限定的

17

新しいデータセットが是非必要
（連合？）

参考資料

18

84



19

属性別にみた賃金上昇率（集計方法）
✓ 厚生労働省「賃金構造基本統計調査」
✓ 一般労働者かつ正社員・正職員の所定内給与を帰属家賃除くCPI総合⏿実質化し、所定内労働時間を用い⏾
時給換算
※ 一般労働者かつ正社員・正職員：毎年100万人程度の観測数

✓ 外れ値処理␀し⏾、名目時給が700円未満の者及び所定内労働時間の下位10％を集計対象外

✓ 各年（1991～2004年、2006～2024年の33年分）のデータを属性に応じ⏾セルに分類
✓ セル区分には、①5歳刻みの年齢階層（20代前半から60代前半の9区分）、②性（2区分）、③学歴（3区分）、
④企業規模（３区分）、⑤業種（2区分）、⑥地域（3区分）

✓ 毎年100以上観測数があるセル（2004年以前は645、200６年以後は６81）⏿の実質時給中央値の前年比
を算出し、1991～2004年の毎年、または2006～2024年の毎年値があるセルの伸びの分散␀、伸びがプラス
のセル割合を集計。

属性別（性別）
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属性別（学歴別）
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属性別（地域別）
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注：A地域は埼玉、千葉、東京、神奈川、愛知、大阪、B地域は茨木、栃木、富山、山梨、長野、静岡、三重、滋賀、京都、兵庫、広島、C/D地域はその他の都道府県。
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属性別（業種別）
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資料１１ 

1 

 

米国・トランプ関税の影響と労働組合への期待（要旨） 

 

連合総研所長 市川 正樹 

 

物価の低下という意味での 1998 年来のデフレ、更にはそれと同時進行する経済の低迷か

らの脱却のためには、賃金の上昇が不可欠である。 

これは、労働者だけでなく日本全体にとっても重要である。 

賃上げは労組が主導しなければ実現しない。労組の役割は極めて重要である。 

 賃上げのムーブメントが広がれば、労働組合のない企業への波及も期待される。 

 

トランプ関税の影響を賃上げできない言い訳にする企業もあるかもしれない。 

もちろん、日本経済への影響はそれなりにある。例えば、８月７日公表の「令和７年度内

閣府年央試算」では、米国の関税措置によって実質 GDP を 0.3〜0.4%程度下押しすると予

測した。 

民間機関の予測も同レベルである。 

しかし、リーマンショック時やコロナ禍では年度で GDP は４％程度の落ち込みで、今回

はそれに比べれば 10 分の１程度である。 

ただし、影響の大きさは業種によって大きく異なり、上記は、それらが均された結果であ

る。 

例えば、8 月 13 日公表の東京商工リサーチ「2025 年 8 月『トランプ関税』に関するアン

ケート調査」では、「今年 4 月以降にトランプ政権が導入した関税措置（トランプ関税）は

貴社の今期業績にどのように影響していますか？」に対し、7284 社中、「影響は生じない」

としたのは 67.2％となっている。 

一方、日米合意前の 6 月 17 日の調査では、影響は生じないは 38.4％だったので合意後は

倍近くとなった。なお、6 月調査では「トランプ関税は、貴社の来年度の賃上げに影響しま

すか？」も聞いており、「ネガティブな影響はないだろう」が７０．９％（一方、賞与の増

額を見送る可能性が 16.6％、ベアを見送る可能性が 15.9％、定昇を見送る可能性が 9.1％）

だが、日米合意後は更に改善している可能性がある。 

このように、来年度の賃上げにネガティブな影響はない企業が少なくとも 7 割なので、

トランプ関税を言い訳に賃上げを抑えられてしまうのは絶対に避け、逆にこの 7 割が全体

を引っ張ることが重要である。 

ちなみに今後影響が大きく出る可能性があるのは例えば自動車産業であり、それも下請

けの中小への影響が大きくなる可能性がある。

88



 

2 

 

7 月 1 日公表の日銀短観の業況判断では、全産業で 23、製造業で 13、非製造業で 34、自

動車産業は８と皆プラスであった。一方、広島支店の自動車は－２９、前橋支店の自動車は

－２５と大幅なマイナスである。 

 上記には下請け企業も含まれ、大手自動車メーカーが下請け企業に利益減などをしわ寄

せすることが懸念される。政府による優越的地位の濫用監視などが重要である。 

 

 いずれにせよ、1998 年以来、労働生産性が増加したのに労働者全体で見た実質賃金がほ

とんど伸びていない。 

一方、企業の内部留保は 600 兆円を超え、GDP と同レベルとなっている。 

今まで労働者から「搾取」した分を吐き出させるべきである。 

以上 
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